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１ 法人の長によるメッセージ 

 

【中小機構とは】 

中小企業基盤整備機構（以下「機構」）は、専ら中小企業支援・地域経済振興を実施する唯一の

独立行政法人です。全国に地域本部や中小企業大学校を展開し、起業・創業期から成長期、成熟

期に至るまで企業の成長ステージに合わせて小規模企業共済、集団高度化事業、ハンズオン経営

支援、ファンド出資、事業承継・再生支援など多様な施策を展開しています。 

 

【令和元年度の主要課題】 

令和元年度は、第 4期中期目標期間（令和元～5年度）の初年度です。近年の中小企業・小規模

事業者が抱える経営者の高齢化、労働人口減少（人手不足）及び国内市場の縮小・変化といった

構造的課題に対応するため、機構の中期計画では、「事業承継・事業引継ぎの促進」、「生産性向

上」、「新事業の促進・創業支援」及び「環境変化対応の円滑化」を重点項目としております。 

 

【令和元年度の取組み】 

詳細は後述しますので、ここでは、元年度の新たな取組みを中心に紹介いたします。 

（一）各重点項目の中核事業を強化・創設しました。広域的な事業引継ぎマッチングの決め手と

して「ノンネーム DB」を抜本的に拡充し、ものづくり・販路拡大・IT導入を補助する「生

産性革命推進事業」を創設し、大規模災害に備える「BCP策定支援事業」を開始しました。 

（二）業務の実施ツールとして、IT・AI技術を大幅に導入しました。起業支援「チャットボッ

ト」を導入し、種々のアプリ等を提供する「IT化支援プラットホーム」を創設するととも

に、「オンラインビジネスマッチング」事業を強化しました。また、約 200万者が利用する

共済事業のレガシーシステム改革に着手しました。 

（三）業務遂行のための諸作戦を稼働させました。役職員に現場重視を促す「出張り作戦」、機構

各事業部門が一体化する「一家総出作戦」のほか、他の支援機関との連携として政府系金融

機関と 5つの相互協力体制を構築しました。また、地域における協力者として「中小企業応

援士」制度を創設し、経営者等 85名に委嘱しました。 

 

【取組みの現状】 

昨今のコロナ禍の下で、大胆な在宅勤務など役職員の安全安心を徹底する一方、急激な経営悪

化に苦しむ中小企業者の救済のためオンライン・EC導入支援、借入の無利子化補助、共済の無利

子貸付等に取組んでいます。 

今後とも、役職員一同、国の政策を踏まえ、中小企業者の成長と地域経済の活性化のため全力

を尽くします。 

 

       

  

 

独立行政法人 

中小企業基盤整備機構 

理事長 豊永 厚志 
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ロゴデザインのコンセプト 

タンデムアロー（二本の矢） 
パッションオレンジ（未来を切り拓く情熱）＋中小企業の｢自ら前進する力」 

ブラック（力強さ）＋中小機構の後方から｢基盤的に支える力」    

コミュニケーションワード：中小企業とは＝「規模の大小に関係なく､偉大な価値を生み出 

 す､かけがえのない存在」とのリスペクト 

タイプフェイスデザイン：機構の親しみやすさと先進的なイメージと中小企業・地域を支え   

る強い意志を込めたシンボル 

これらを組み合わせた三位一体のロゴデザインです。 

 

 

２．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等  

 

（１）基本理念 

機構は、中小企業や地域社会の皆様に多彩なサービスを提供することを通じ、豊かでうるお

いのある日本を作るために、貢献致します。 

 

（２）行動指針 

私たちは、誇りと情熱を持ち、お客様がその強みを最大限に発揮できるよう、常に次の行動

指針に沿って業務に取り組みます。 

 

 

ご満足の提供 

現場に出て、お客様の声に耳を傾け、お客様の立場に立ったサービスを提供します。 

 

知恵と工夫 

自ら率先して、知恵を出し合い工夫し、サービスの進化にチャレンジします。 

 

協力と連携 

仲間と共に、多様なパートナーと協力・連携し、幅広いサービスを展開します 。 
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３ 政策体系における法人の位置づけ及び役割（ミッション） 

 

現在、中小企業・小規模事業者は、少子高齢化による経営者の高齢化、労働人口減少による人

手不足、人口減少による国内市場の縮小・変化の３つの構造変化に直面しており、今後、これら

の問題の深刻化が見込まれるなか、特に中小企業・小規模事業者は、事業承継・事業引継ぎ、生

産性向上、販路開拓・海外展開などの新事業展開、起業・創業が必要となっております。 

こうした状況を踏まえ、機構は、経済産業省の政策体系のもと、「中小企業・地域経済」を担う

我が国で唯一の中小企業・小規模事業者政策全般にわたる総合的な支援・実施機関として、業務

の遂行を目指します。 

 

 
 

  



 

4 

 

４ 法人の目的、業務内容  

 

（１）法人の目的（機構法第 4条） 

機構は、中小企業者その他の事業者の事業活動に必要な助言、研修、資金の貸付け、出資、

助成及び債務の保証、地域における施設の整備及び共済制度の運営等の事業を行い、もって中

小企業者その他の事業者の事業活動の活性化のための基盤を整備することを目的としており

ます。 

 

（２）業務内容 

当法人は機構法第 4条の目的を達成するため、中期目標に基づく４つの柱のもと、以下の業

務を主要業務として行っています。 

 

Ⅰ 事業承継・事業引継ぎの促進 

① 地域支援機関等への支援を通じた事業承継の促進 

② 事業承継ファンドへの出資の強化 

 

Ⅱ 生産性向上 

③ 中小企業・小規模事業者へのＩＴ導入促進支援 

④ 生産性向上に向けた多様な経営課題への円滑な対応と経営の基盤となる人材の育成 

⑤ 地域の中小企業支援機関等の支援機能及び能力の強化・向上支援 

⑥ 中小企業・小規模事業者の連携・共同化、経営の革新、産業集積活性化の促進 

 

Ⅲ 新事業展開の促進・創造支援 

⑦ 販路開拓・海外展開支援 

⑧ 新事業展開による新たな市場開拓等への支援 

⑨ 起業・創業・成長支援 

 

Ⅳ 経営環境の変化への対応の円滑化 

⑩ 小規模企業共済及び中小企業倒産防止共済の確実な運営 

⑪ 中小企業の事業再生等への支援 

⑫ 大規模な自然災害等への機動的な対応  



 

5 

 

５ 中期目標、中期計画及び年度計画  

 

（１）中期目標の概要（中小機構の現状と役割：経済産業省第４期中期目標〈平成３１年４月～令

和６年３月〉） 

機構は、これまで業務の実施に当たり、新たな政策課題や中小企業・小規模事業者の支援ニ

ーズに即応できる地域本部制をはじめとする現場重視の組織体制を構築し、機構が有する中小

企業・小規模事業者支援の専門的な知見と経験、ネットワーク、専門家の活用、多様な支援機能

を組み合わせた総合的・複合的な支援ができるという強みを発揮しつつ、国の政策課題と中小企

業・小規模事業者のニーズを踏まえた支援を展開し、中小企業・小規模事業者政策の中核的実施

機関としての役割を担ってきました。 

 

加えて、限られた職員・予算等の経営資源の中で、より多くの中小企業・小規模事業者に対

する支援を実現させるため、地域の商工会、商工会議所等の中小企業支援機関、地域金融機関、

中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第２１条第２項に規定する認定経営革新等支

援機関等（以下「地域の中小企業支援機関等」という。）との連携・協働が不可欠であり、機構

がこれまでに培った支援ノウハウの共有・移転を図るとともに、情報提供、相談・助言、研修等

を通じ、地域の中小企業支援機関等の支援機能の向上・強化を支援する役割を担っています。 

 

第４期中期目標期間においては、機構がこれまでに果たしてきた中小企業・小規模事業者に

対する創業から成長・発展、事業再生、事業引継ぎまでを総合的に支援する役割、地域の中小企

業支援機関等の支援機能の向上・強化を支援する役割について、これらの役割を果たしつつ、時

代の要請に応えてメリハリの付いた取組を行っていく必要があります。また、これまで地理的・

時間的制約から十分な支援の手が届きにくかった中小企業・小規模事業者への支援の拡大やよ

り効果的・効率的な支援の提供などの観点から、引き続き政府関係機関、独立行政法人、地方公

共団体、地域の中小企業支援機関、民間企業等と連携・協働を図っていくとともに、既存の連携

先のみならず、これらの中の新たな機関との連携・協働についても模索していくことが求められ

ています。 

詳細につきましては、第４期中期目標をご覧ください。 

<https://www.smrj.go.jp/doc/org/20190301_chukimokuhyo.pdf > 

 

第１期中期目標 

平成 16～20年度 

→ 

第２期中期目標 

平成 21～25年度 

→ 

第３期中期目標 

平成 26～30 年度 

→ 

第４期中期目標 

令和元～５年度 

■統合前の三法人に蓄積さ

れた専門的な知見を集中

し、さらにその専門性を

強化しつつ、一体的な事

業展開を実施。 

 

■施策の利用者と直接接す

る業務を行う部門を糾合

した地方組織を各地域ブ

ロックの拠点となる都市

に設置するなど、利用者

との接点を重点強化。 

 

■新たなニーズに対応した

事業やより効果の見込ま

れる新たな手法での事業

に資源を集中。 

<目指すべき方向性> 

 

急激な経済環境変化に

伴う痛みの緩和を図る

とともに､ 「新経済成長

戦略」に基づき､構造変

化に適応出来るよう中

小企業の事業再編・展開

など体質の強化を行う

ことが重点課題。同時に

中小企業がこうした環

境変化を乗り越え、更な

る発展を遂げるため､新

たな価値を創造する事

業展開の促進､国内外の

市場開拓などを支援す

ることが必要。 

<目指すべき方向性> 

 

機構は、創業から企業の

成長・発展、事業再生ま

で総合的に支援、地域支

援機関等の支援機能の向

上・強化を支援、の二つ

の役割の強化・充実を図

りつつ、①東日本大震災

の復興の加速と福島の再

生への対応、②日本再興

戦略の目標で掲げられた

政策展開への対応、③小

規模事業者に焦点を当て

た政策展開への対応 の

政策展開に貢献する。  

<目指すべき方向性> 

 

機構は、イノベーション

や地域経済の競争力強

化・活性化に資する観点

から、多様な支援施策に

より分子と分母の双方を

支援し、「中小企業・小規

模事業者の生産性革命」

に貢献する役割を担い、

中小企業・小規模事業者

の第４次産業革命技術の

社会実装による「Ｓｏｃ

ｉｅｔｙ５．０」の実現

や「Ｃｏｎｎｅｃｔｅｄ 

Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ」

への変革の推進に貢献し

ていく。 

https://www.smrj.go.jp/doc/org/20190301_chukimokuhyo.pdf
https://www.smrj.go.jp/doc/org/20190301_chukimokuhyo.pdf
https://www.smrj.go.jp/doc/org/20190301_chukimokuhyo.pdf
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（２）中期目標、中期計画と年度計画との関係 

 第４期中期目標、中期計画（平成３１年４月～令和６年３月）に掲げる項目及びその主な内容

と令和元年度計画との関係は次のとおりです。 

 詳細につきましては第４期中期計画及び令和元年度計画をご覧ください。 

 

第４期中期計画：<https://www.smrj.go.jp/org/business_plan/frr94k0000000htu-

att/20200716_keikaku-4th.pdf > 

 

令和元年度計画：<https://www.smrj.go.jp/org/business_plan/frr94k0000000htu-att/r02-

0227_v2.pdf> 

 

 

（注１）各項目の（ ）内の％は、令和元年度の評価比率を示します。 

（注２）ピンク色は一定の事業等のまとまりに基づくセグメント区分を表しています。 

 

第４期中期目標・中期計画の主な指標等 令和元年度計画と主な指標等 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上（７５％） 

＜事業承継・事業引継ぎの促進（１５％）＞ 

（１）事業承継・事業引継ぎへの支援 

・機構が支援した事業承継・引継ぎ支援者数

（50,000者） 

・広域成約件数（平成 33年度において、前中

期目標期間終了年度の見込み件数の 2 倍以

上） 

 

・機構が支援した事業承継・引継ぎ支援者数

（10,000者） 

・広域成約件数（160件以上） 

（２）事業承継ファンドへの出資の強化 

 

 

 

・事業承継ファンド新規組成数（2本） 

＜生産性向上（２４％）＞ 

（１）中小企業・小規模事業者へのＩＴ導入

促進支援 

・講習会等を通じて機構が支援した IT 導入

促進支援者数（10,000人以上） 

・ITプラットフォームを活用した支援機関数

（6,200機関） 

 

 

・講習会等を通じて機構が支援した IT導入促進

支援者数（1,600人以上） 

・IT プラットフォームを活用した支援機関数

（200機関） 

（２）生産性向上に向けた多様な経営課題へ

の円滑な対応と経営の基盤となる人材の

育成 

 

 

 

 

 

 

・中小企業者・支援者研修受講者数（75,000

 

 

 

・ハンズオン支援事業の課題解決率（70％以上） 

・ハンズオン支援先の「売上高」又は「経常利

益」の伸び率がベンチマーク（中小企業実態基

本調査）のデータを上回る割合（1割以上） 

・経営相談の役立ち度（70％以上） 

・中小企業者・支援者研修受講者数（14,450人

以上） 

https://www.smrj.go.jp/org/business_plan/frr94k0000000htu-att/20200716_keikaku-4th.pdf
https://www.smrj.go.jp/org/business_plan/frr94k0000000htu-att/r02-0227_v2.pdf
https://www.smrj.go.jp/org/business_plan/frr94k0000000htu-att/20200716_keikaku-4th.pdf
https://www.smrj.go.jp/org/business_plan/frr94k0000000htu-att/20200716_keikaku-4th.pdf
https://www.smrj.go.jp/org/business_plan/frr94k0000000htu-att/r02-0227_v2.pdf
https://www.smrj.go.jp/org/business_plan/frr94k0000000htu-att/r02-0227_v2.pdf
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人以上） 

・研修による課題解決率（80％以上） 

・研修による課題解決率（80％以上） 

（３）地域の中小企業支援機関等への支援機

能及び能力の強化・向上支援 

 

 

 

・地域支援機関等サポート事業における講習会

等の受講者数（6,000人以上） 

・地域支援機関等サポート事業における講習会

等の課題解決率（70％以上） 

・よろず支援拠点の研修受講者数（600人以上） 

・よろず支援拠点の研修による課題解決率

（70％以上） 

＜新事業展開の促進・創業支援（２２％）＞ 

（１）販路開拓・海外展開支援 

・海外企業との商談会終了後の成約率（最終

年度に成約率 20%） 

・海外展開支援先企業数（20,000社以上） 

 

 

・海外企業との商談会終了後の成約率（16％以

上） 

・海外展開支援先企業数（4,000社以上） 

 

（２）新事業展開による新たな市場開拓等へ

の支援 

 

 

・地域新事業創出支援事業支援先企業の会社売

上高の伸び率がベンチマーク（中小企業実態基

本調査）のデータを上回る割合（1割以上） 

（３）起業・創業・成長支援 

・起業支援ファンド・中小企業成長支援ファ

ンド新規組成数（40本以上） 

・機構が出資したファンドの投資先の中期目

標期間における上場時の時価総額が 50 億

円以上となる割合の平均が、新興市場全体

の同割合を上回る割合（2割以上） 

 

・起業支援ファンド・中小企業成長支援ファン

ド新規組成数（8本以上） 

・機構が出資したファンドの投資先の中期目標

期間における上場時の時価総額が 50 億円以上

となる割合の平均が、新興市場全体の同割合を

上回る割合（2割以上） 

・インキュベーション施設退去時における退去

企業売上計上率（70％以上） 

＜経営環境の変化への対応の円滑化（１４％）＞ 

（１）小規模企業共済制度及び中小企業倒産

防止共済制度の確実な運営 

・小規模企業共済委託機関等への支援件数

（20,000件以上） 

・小規模企業共済の在籍率（前中期目標期間

終了時より 5％以上向上） 

 

 

・小規模企業共済委託機関等への支援件数

（4,000件以上） 

・小規模企業共済の在籍率（前中期目標期間終

了時より 1％以上向上） 

（２）中小企業・小規模事業者の事業再生等

への支援 

 

 

 

・事業再生支援 相談・助言による課題解決率

70％以上） 

（３）大規模な自然災害等への機動的な対応  
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・被災地向け販路開拓支援事業における前年度

以上の売上を上げた事業者の割合（50％以上） 

・震災復興支援アドバイザー事業において、恒

常的な店舗等での事業継続に転換した割合

（50％以上） 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項（７．５％） 

１．顧客重視 

２．組織パフォーマンス、組織力の向上 

３．業務改善と新たなニーズへの対応 

４．業務経費等の効率化 

５．業務の電子化の推進 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項（７．５％） 

１．財務内容の改善その他の財務の健全性の確保に関する取組 

２．保有資産の見直し等 

その他業務運営に関する重要事項（１０％） 

１．内部統制の充実及びコンプライアンスの推進等 

２．様々な専門スキルを持った人材の確保・育成 

３．情報公開による透明性の確保 

４．情報セキュリティの確保 
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６ 業績の適正な評価の前提情報  
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７ 業務の成果と使用した資源との対比  

 

（１） 自己評価 

令和元年度は第４期中期計画及び年度計画に沿って、「国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上」、「業務運営の効率化」、「財務内容の改善」等について、適切に

取り組み、第 4期中期目標の達成に向け、適切な業務運営を行ってまいりました。 

各業務（セグメント）毎の具体的な取り組み結果（自己評価）と行政コストとの関係の

概要については次のとおりです。 

 

令和元年度項目別評定総括表 

項目 
評価

（注） 

行政 

コスト 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項（７５％） 

<１．事業承継・事業引継ぎの促進>（１５％） 

Ａ 

 

1,493 

百万円 

 (1)事業承継・事業引継ぎへの支援 

(2)事業承継ファンドへの出資の強化 

<２．生産性向上>（２４％） 

Ａ 

 

 

 

49,863 

百万円 

 (1)中小企業・小規模事業者へのＩＴ導入促進支援 

(2)生産性向上に向けた多様な経営課題への円滑な対応と

経営の基盤となる人材の育成 

(3)地域の中小企業支援機関等への支援機能の強化 

(4)中小企業・小規模事業者の連携・共同化、経営の革新、

産業集積活性化の促進 

<３．新事業展開の促進・創業支援>（２２％） 

Ａ 

 

8,994  

百万円 

 (1)販路開拓・海外展開支援 

(2)新事業展開による新たな市場開拓等への支援 

(3)起業・創業・成長支援 

<４．経営環境の変化への対応の円滑化>（１４％） 

Ｓ 

 

 

1,228,448 

百万円 

 (1)小規模企業共済制度及び中小企業倒産防止共済制度の

確実な運営 

(2)中小企業・小規模事業者の事業再生等への支援 

(3)大規模な自然災害等への機動的な対応 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項（７．５％） 

１．顧客重視 

Ａ 

 

 

 

２．組織パフォーマンス、組織力の向上 

３．業務改善と新たなニーズへの対応 

４．業務経費等の効率化 

５．業務の電子化の推進 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項（７．５％） 

１．財務内容の改善その他の財務の健全性の確保に関する取組 
Ｂ 

 

２．保有資産の見直し等 

その他業務運営に関する重要事項（１０％） 

１．内部統制の充実及びコンプライアンスの推進等 Ｂ  
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２．様々な専門スキルを持った人材の確保・育成  

３．情報公開による透明性の確保 

４．情報セキュリティの確保 

 

（注１） 各項目の（ ）内の％は、令和元年度の評価比率を示します。  

（注２） ピンク色は一定の事業等のまとまりに基づくセグメント区分を表しています。  

（注３） 評価区分  

Ｓ：目標を量的・質的に上回る顕著な成果が得られている。  

Ａ：所期の目標を上回る成果が得られている。  

Ｂ：所期の目標を達している。  

Ｃ：所期の目標を下回っており、改善を要する。  

Ｄ：所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を要する。 
 

（注４）上記セグメント別の行政コストのほかに、法人共通 4,710百万円、調整△44百万

円があり、法人全体の行政コストは 1,293,465百万円となっています。 

 

詳細につきましては、業務実績等報告書をご覧ください。 

 

 

（２） 主務大臣による過年度の総合評定の状況 

 

区 分 ２６年度 ２７年度 ２８ 年度 ２９年度 ３０年度 

評定 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 

 

 

８ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉  

 

（１）主務大臣 

機構の役員及び職員並びに財務及び会計その他管理業務に関する事項について、主務

大臣は経済産業大臣となっていますが、業務の一部は財務大臣となっており、その状況

は次のとおりです。 

 

 業務内容 主務大臣 

1 役員及び職員並びに財務及び会計その

他管理業務 

経済産業大臣 

（2 の産業基盤整備業務に係る財務及び会計

に関する事項については、経済産業大臣及び

財務大臣） 

2 産業基盤整備業務 経済産業大臣及び財務大臣 

3 2の業務以外の業務 経済産業大臣 

 

 

https://www.smrj.go.jp/org/info/data/report/index.html#jisseki
https://www.smrj.go.jp/org/info/data/report/index.html#jisseki
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（２）役員等の状況（令和 2年 3月末現在） 

     ① 役員の状況 

 

役職 氏名、担当 任   期 経           歴 

理事長 豊永 厚志 
自 平成 31 年 4月 1日 

至 令和 6年 3 月 31 日 

昭和 56 年 4月   通商産業省入省 

平成 22 年 7月   中小企業庁次長 

平成 23 年 8月   経済産業省大臣官房商務流通審議官 

平成 24 年 9月   経済産業省大臣官房商務流通保安審議官 

平成 25 年 6月  株式会社日本政策金融公庫 

  代表取締役専務取締役 中小企業事業本部長 

平成 27 年 7月  中小企業庁長官 

平成 28 年 11 月  株式会社みずほ銀行顧問 

平成 31年  4月  独立行政法人中小企業基盤整備機構理事長 

副理事長 

(常勤) 
秋庭 英人 

自 平成 28 年 7月 1日 

至 令和 2年 6 月 30 日 

昭和 62年 4月  通商産業省入省 

平成 24年 7月  独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資 

源機構総務部長 

平成 26年 6月   北海道経済産業局長 

平成 28年 7月  独立行政法人中小企業基盤整備機構 

副理事長 【役員出向】 

理事 

(常勤) 

吾郷 進平 

 

総務部 

総合調整業務 

自 平成 30 年 7月 1日 

至 令和 2年 6 月 30 日 

平成元年  4月  通商産業省入省 

平成 27年 7月  内閣官房内閣参事官（内閣官房副長官補付） 

平成 29年 4 月  中小企業庁事業環境部長 

平成 30年 7月  独立行政法人中小企業基盤整備機構 

理事【役員出向】 

理事 

(常勤) 

小出 哲朗 

 

税務調査への対応 

会計監査人への対応（一部） 

財務部 

自 平成 30 年 7月 16 日 

至 令和 2年 7 月 15 日 

昭和 56 年 4月  東京海上火災保険株式会社入社 

平成 24 年 7月  東京海上日動火災保険株式会社 

内部監査役参与 

平成 25 年 7月  東京海上日動火災保険株式会社 

内部監査部主任内部監査役 

平成 30 年 7月  独立行政法人中小企業基盤整備機構理事 

理事 

(常勤) 

山本 雅亮 

 

企画部 

情報システム基盤センター 

情報システム推進センター 

国際交流センター 

ＴＰＰ活用推進業務 

自 平成 30 年 7月 26 日 

至 令和 2年 7 月 25 日 

平成 元年 4月  通商産業省入省 

平成 27年 7月   独立行政法人新エネルギー・産業技術 

総合開発機構国際部長 

平成 28年 6月   内閣官房内閣サイバーセキュリティ 

センター参事官 

平成 30年 7月  独立行政法人中小企業基盤整備機構 

理事【役員出向】 

理事 

(常勤) 

水野 正人 

 

人材支援部 

ファンド事業部 

自 令和元年 7 月 24 日 

至 令和 3年 7 月 23 日 

平成 ６年 4月  通商産業省入省 

平成 27年 4月  内閣府政策統括官（科学技術・イノベー 

ション担当）付参事官 

平成 30年 10月  大臣官房参事官（イノベーション・ 

環境担当） 

令和元年  7月  独立行政法人中小企業基盤整備機構 

理事【役員出向】 

理事 

(常勤) 

堺井 啓公 

 

経営支援部 

事業承継・再生支援部 

自 平成 30 年 7月 1日 

至 令和 2年 6 月 30 日 

平成 2年 4月  通商産業省入省 

平成 27年 7月  内閣官房内閣情報調査室参事官 

平成 29年 7月  内閣府本府地方創生推進室参事官 

平成 30年 7月  独立行政法人中小企業基盤整備機構 

理事【役員出向】 



 

 

14 

 

 

② 会計監査人の名称 

   有限責任あずさ監査法人 

 

（３）職員の状況（令和 2年 3月末現在） 

常勤職員は、令和元年度において 715 人（前期比 10 人増、1.4%増）、平均年齢は 43.7 歳（前期

44.2歳）です。このうち、国等からの出向者は 23人、民間からの出向者は 23人、令和元年度の退

職者は 63人です。 

 

  

理事 

(常勤) 

村井 振一 

 

創業・ベンチャー支援部 

販路支援部 

自 平成 30 年 7月 1日 

至 令和 2年 6 月 30 日 

昭和 57 年 4月  中小企業事業団入団 

平成 26 年  6月  独立行政法人中小企業基盤整備機構 

販路支援部長 

平成 29 年 1月  同 事業推進役（兼）販路支援部長 

平成 30 年 7月  同 理事 

理事 

(常勤) 

井上 秀生 

 

共済事業推進部 

高度化事業部（一部） 

自 平成 30 年 7月 6日 

至 令和 2年 7 月 5 日 

昭和 53 年 4月  中小企業振興事業団入団 

平成 24 年 7月  独立行政法人中小企業基盤整備機構 

事業推進役（兼）企画部長 

平成 26 年 4月  同 事業推進役（兼）中国本部長 

平成 28 年 7月  同 理事 

平成 30年 7月  再任 

理事 

(常勤) 

木村 則彦 

 

震災復興支援部 

広報統括室 

高度化事業部（一部） 

自 平成 30 年 7月 1日 

至 令和 2年 6 月 30 日 

昭和 53年 4月  地域振興整備公団入団 

平成 24年 7月  独立行政法人中小企業基盤整備機構 

事業推進役（兼）産業用地部長 

平成 26年 4月  同 事業推進役（兼）企画部長 

平成 28年 7月  同 理事 

平成 30年 7月  再任 

監事 

(常勤) 
戸田 直隆 

自 令和元年 6 月 28日 

至 中期目標期間の最

後の事業年度の財務諸

表承認日 

昭和 54 年 4月  地域振興整備公団入団 

平成 26 年 4月  独立行政法人中小企業基盤整備機構 

事業推進役（兼）総務部業務改善推進室長 

平成 28 年 7月  同 事業推進役（兼）北海道本部長 

令和元年  6月  同 監事 

監事 

(常勤) 
千田 剛司 

自 令和元年 6 月 28日 

至 中期目標期間の最

後の事業年度の財務諸

表の承認日 

 

昭和 55 年 4月  ㈱日本興業銀行入行 

平成 21 年 6月  ネオステラ・キャピタル㈱ 

代表取締役社長 

平成 22 年 6月  みずほ証券プリンシパルインベスト 

メント㈱ 代表取締役社長 

平成 24 年 6月  丸の内キャピタル㈱代表取締役社長 

平成 28 年 7月  独立行政法人中小企業基盤整備機構監事 

令和元年  6月  再任 

監事 

（非常勤） 
本田 優子 

自 令和元年 6 月 28日 

至 中期目標期間の最

後の事業年度の財務諸 

表承認日 

平成 17年 4月  札幌大学助教授 

平成 21年 4月  札幌大学文化学部長 

平成 23年 4月  札幌大学副学長 

平成 26年 8月  独立行政法人中小企業基盤整備機構監事 

平成 28年 8月  再任 

令和元年  6月  再任 
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（４）重要な施設等の整備等の状況 

① 当事業年度中に完成した主要な施設等 

該当ありません。 

② 当事業年度において継続中の主な施設等の新設・拡充 

該当ありません。 

③ 当事業年度中に処分した主要な施設等 

・かずさバイオインキュベータ新事業創出型事業施設の売却 

    （取得価額 173.0 百万円、減価償却等累計額 169.0百万円、売却額 4.6百万円、売却 

 益 0.6百万円） 

    ・熊本試作開発型事業促進施設の売却 

    （取得価額 576.0 百万円、減価償却等累計額 221.7百万円、売却額 354.2百万円、売 

却益－） 

・東広島試作開発型事業促進施設の売却 

    （取得価額 349.0 百万円、減価償却等累計額 171.1百万円、売却額 629.8百万円、売 

却益 452.0百万円） 

 

（５）純資産の状況 

① 資本金の額及び出資者ごとの出資額 

（単位：百万円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 1,068,765 － 15,035 1,053,730 

日本政策投資 

銀行出資金 
590 － － 590 

資本金合計 1,069,355 － 15,035 1,054,320 

 （注）各金額は単位未満切捨てによっており合計額と一致しないことがあります。 
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② 目的積立金の申請状況、取崩内容等 

令和元年度は第 4 期中期目標期間の業務の財源に充てるものとして、主務大臣より第 3 期中期

目標期間の積立金にかかる繰越しについて認可を頂きました。 

この積立金（前中期目標期間繰越積立金）については、令和元事業年度において、小規模企業

共済勘定で信託運用の損失に充てるなどして 108,585 百万円取り崩したほか、自己財源により取

得した固定資産の減価償却に充てるなどして、一般勘定で 929百万円、産業基盤整備勘定で 88百

万円、中小企業倒産防止共済勘定で 239 百万円の取崩しを行い、期末の残高は 163,767 百万円と

なっております。 

 

【前中期目標期間繰越積立金の取崩状況】             （単位：百万円） 

勘 定 認可額 期中取崩額 期末残高 

一般勘定 16,443 929 15,514 

産業基盤整備勘定 770 88 682 

小規模企業共済勘定 255,658 108,585 147,072 

中小企業倒産防止共済勘定 737 239 498 

合 計 273,610 109,842 163,767 

（注）各金額は単位未満切捨てによっており合計額と一致しないことがあります。 

 

（６）財源の状況 

① 財源収入の内訳 

令和元年度の法人単位収入決算額は 20,386億円であり、運営費交付金やその他の補助金等（国

からの財政措置）のほか、貸付等回収金（高度化事業、共済事業等の融資事業）、業務収入（共済

事業における掛金収入等）、運用収入（信託運用等）等がありその内訳は以下のとおりです。 

運営費交付金が大きく増えているのは、中小企業生産性革命推進事業に充てるため、補正予算

により 3,600億円が措置されたことによります。 

 
（注）各金額は単位未満切捨てによっており合計額と一致しないことがあります。 

 

② 自己収入に関する説明 

当法人における自己収入として、業務収入、運用収入などがあります。 

法人全体の半分を占める業務収入の主な内訳は、小規模企業共済事業及び中小企業倒産防止事

業の両共済事業に係る業務収入がそれぞれ 6,906億円、3,255億円となっております。 

 

 

  

  （単位：億円）

増減額

構成比 構成比

運営費交付金 3,795 19% 192 1% 3,602

その他の補助金等 123 1% 669 4% △ 546

貸付等回収金 5,293 26% 5,400 31% △ 106

貸付金利息 72 0% 73 0% △　0

業務収入 10,207 50% 9,824 57% 382

運用収入 857 4% 941 5% △ 84

その他収入 36 0% 51 0% △ 15

合計 20,386 100% 17,153 100% 3,233

R1 H30 
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（７）社会及び環境への配慮等の状況 

環境配慮については、「独立行政法人中小企業基盤整備機構がその事務及び事業に関し温室効果

ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について定める実行計画（2019～2023年）」、また、毎年

度「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を策定し、環境物品等の調達を推進するほか、電

気使用量や燃料等の使用量の削減に努めております。 

また、社会配慮への一環として、働きやすい職場づくりとしてテレワークの導入、時差出勤の推

進、産休、育休制度の運用などにも取り組んでおります。 

この他、環境負荷低減のための推進活動として、機構ホームページ（J-Net21）において省エネ関

連のイベントや環境関係法規に関する情報提供を行い、中小企業者による環境負荷低減に取り組ん

でおります。 

環境配慮に関する取組みの詳細につきましては、今後公表される環境報告書もご参照ください。 

 

（８）その他源泉の状況（法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉） 

当法人は、設立以来、長年にわたり各業務を通じて培った知見・ノウハウ、ネットワーク等を有

しており、その状況は以下のとおりです。 

 

① 幅広い知見と多様な支援ツールの提供 

中小企業・小規模事業者の抱える経営課題の解決には、幅広い課題解決のための知見と、企業

の各ライフステージ（企業・創業期、成長期、成熟期）に応じた課題の解決のための適切な支援

ツールを提供できることが重要となります。 

機構は創業期の企業のためのインキュベーション施設の運営や常駐専門家による伴走支援、成

長期における大規模展示会や商談会等の開催によるビジネスマッチング、海外展開に係るアドバ

イスや現地調査、成熟期における事業承継支援など、中小企業・小規模事業者の状況に応じた多

彩な支援ツールの提供を通じて、顧客の課題解決を図っており、令和元年度末時点で、高度化事

業の累計貸付額約 4 兆円、小規模企業共済事業及び中小企業倒産防止共済事業の在籍者数約 200

万者、中小企業大学校の受講者数延べ約 68万人など、非常に多くの皆様にご活用いただいており

ます。 

上記をはじめとした様々な施策を実行する中で蓄積した経験や情報等の活用及び全国に配した

多様な専門家（※）とのネットワークにより、全国の中小企業者の状況に適応した政策の浸透と支

援効果を高めるとともに、蓄積した各地域の事例を全国に発信、共有できる体制を保有していま

す。 

（※）大企業の経営幹部・工場長・部門責任者等の経営・実務経験者、中小企業支援の経験を積んだ中小企業

診断士・公認会計士・弁護士等の資格保有者、各地域の支援機関とのネットワーク構築能力を有する者等が約

2,600 名在籍（令和元年９月時点） 

 

  



 

 

18 

 

【機構の支援内容】 

 

 

② 支援機関との連携 

全国における多数の中小企業・小規模事業者が抱える様々な経営課題に対し効果的、効率的に

解決を図るためには、機構単独での支援のみならず、地域に根差した支援を行っている支援機関

との連携が必要となります。 

機構は全国の金融機関、士業団体、商工会・商工会議所、大学等の支援機関との業務提携等に

よって、中小企業・小規模事業者が抱える課題を掘り起こし、支援機関と連携したオンタイムで

の支援を行っています。 

また、支援機関の支援力向上のため中小企業大学校を中心とした研修や実践の中で培った支援

ノウハウ、事例の提供を通じ、さらなる支援体制の充実・強化に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 社会状況の変化に即応した幅広い支援 

東日本大震災をはじめとする近年の大規模な災害の発生等、中小企業等を取り巻く環境は常に

変化しています。こうした状況を踏まえ、機構は、特別相談窓口の設置、共済事業における無利
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子貸付けや高度化事業に係る償還猶予等の金融支援の既存の支援リソースによる対応に加え、仮

設施設の整備、復興支援アドバイザーの派遣、再生ファンドの設立など、中小企業を取り巻く状

況に応じた新規事業を行ってまいりました。 

上記の支援ツール及びそれらの実行により蓄積されたノウハウ等を活用し、昨今の新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大を受けた対応として、売上減少や資金繰り等に関する経営相談、各種

支援施策等の情報提供、各種助成事業等を迅速に提供し、中小企業の活動支援を幅広く行ってい

ます。 

 

【参考】 

【復興支援サイト（地震・豪雨等の復興支援）】 

https://www.smrj.go.jp/reconstruction/index.html 

【新型コロナウイルス感染症に関する支援のご案内】 

https://www.smrj.go.jp/news/2020/favgos000000ik2i.html 

 

 

  

https://www.smrj.go.jp/reconstruction/index.html
https://www.smrj.go.jp/news/2020/favgos000000ik2i.html
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９ ガバナンスの体制、業務運営上の課題・リスク及びその対応策  

 

① ガバナンス体制図 

機構は、平成 26 年の独立行政法人通則法の一部改正等を踏まえ、内部統制の整備に関する事項

の業務方法書への追加並びに「内部統制基本方針」及び「内部統制の推進に関する規程」の制定等

を通じ、機構の業務が法令等に従い適切に実施され、かつ、機構の使命が効果的かつ効率的に実施

されるための体制を整備し、「中期目標」の着実な達成に向けて業務に取り組んでいます。 

また、内部統制機能の有効性の評価については、監事による監査、会計監査人による監査を受け

るとともに、理事長直轄の監査統括室による内部監査を実施しています。 

 

内部統制システムの整備の詳細につきましては、業務方法書をご覧ください。 

 

 

 

 

 中小企業基盤整備機構のガバナンス体制図  
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本部各部門・各地域本部 

https://www.smrj.go.jp/org/disclosure/public/frr94k0000000haj-att/20200715-howto.pdf
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② リスク管理の状況 

機構では、当組織の使命及び目標の達成を阻害する要因をリスクとして識別、分析及び評価し、

当該リスクへの適切な対応を行っています。具体的には、リスク管理規程に基づき、情報漏えい、

規律違反、反社会勢力等への対応、法令・規定等と実務の乖離及び貸付・出資等に関する信用リス

ク等について、本部の部署及び地域本部ごとにリスクを特定・評価するとともに、横断的なリスク

については組織全体で共有しています。また、重要なリスクに関する事項やリスク管理状況につい

てはリスク管理委員会にて審議の上、審議結果を内部統制委員会へ報告を行っています。 

令和元年度は、内部統制委員会及びリスク管理委員会において、機構の金融関連業務に関して全

体のリスクマップを作成してリスク管理状況の報告を行ったほか、情報セキュリティの取組状況、

個人情報保護に関する取組みの実施内容について、審議、報告を行いました。 

 

詳細につきましては、業務実績等報告書をご覧ください。 

 

 

１０ 内部統制の運用に関する情報  

 

＜内部統制の運用（業務方法書第 29条、第 33条）＞ 

内部統制の推進体制については、機構を代表し、その業務を総理する理事長の下、内部統制に

係る体制の検討等を行う機関として内部統制委員会を設置しており、令和元年度は 10月及び 3月

に開催しました。また、コンプライアンスの効果的な推進を図るため、令和元年度においてもコ

ンプライアンス・プログラムを策定し、研修・啓発活動を行っています。 

 

＜リスク管理（業務方法書第 34条）＞ 

業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、分析及び評価し、当該リスクへ適切に

対応するため、リスク管理委員会の設置等を定めた規程等を整備しています。 

令和元年度においては、高度化事業、共済事業、ファンド出資事業等の金融関連業務に関する

各リスク管理状況について、10月に開催した内部統制委員会及びリスク管理委員会で審議等を行

いました。また、情報セキュリティについて、ＣＳＩＲＴ（Computer Security Incident 

Response Team；発生した情報セキュリティインシデントに対処す組織）の活動に加え、新任者向

け研修、攻撃型標的メール訓練、メール誤送信対策ソフトの導入、ユーザ IDの管理強化等を行っ

たほか、個人情報の管理について、令和 2年 2月に個人情報保護委員会を開催し、個人情報の保

護に関する管理状況の報告、情報共有等を行いました。 

 

＜監事監査・内部監査（業務方法書第 37条、第 38条）＞ 

 監事は、機構の業務及び会計に関する監査を行い、監査報告を作成します。監査の結果、改善

を要する事項があると認めるときは意見を付して理事長に提出します。 

令和元年度監事監査は、7月から随時、本部・地域本部の各部署に対して監査が実施されまし

た。また、理事長は、機構の業務運営の合理化、諸規程の実施状況等に関する事項について、職

員に命じ内部監査を行わせ、その結果に対する改善措置状況を理事長に報告することとなってい

ます。 

令和元年度の内部監査は、ファンド事業部や経営支援部等の 8部門について法令の準拠性監査

を行いました。なお、監事、監査統括室及び会計監査人による三様監査連絡会議を各月で開催

し、監査機能の強化に取り組んでいます。  

https://www.smrj.go.jp/org/info/data/report/index.html#jisseki
https://www.smrj.go.jp/org/info/data/report/index.html#jisseki
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＜入札及び契約に関する事項（業務方法書第 40条）＞ 

入札及び契約に関し、監事及び外部有識者から構成される「契約監視委員会」の設置等を定め

た規程等を整備しており、また、契約手続きの厳正な運用等を目的として「入札・契約手続委員

会」の設置等について規程等を整備し運用を図っています。 

令和元年度においては、契約監視委員会を令和元年 6月に開催して平成 30年度の調達実績につ

いて点検・見直しを行っています。また、令和元年度の調達に係る入札・契約手続委員会は 14回

開催しています。 

 

＜予算適正な配分（業務方法書第 41条）＞ 

運営費交付金を原資とする予算の配分が適正に実施されることを確保するための体制の整備及

び評価結果を法人内部の予算配分等に活用する仕組みとして、12月の役員会において各部から予

算執行状況の報告を行うとともに、予算執行状況を踏まえた予算修正を行っています。 

 

詳細につきましては、業務方法書をご覧ください。 

 

  

https://www.smrj.go.jp/org/disclosure/public/frr94k0000000haj-att/20200715-howto.pdf
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１１ 予算と決算との対比  

  

 要約した法人単位決算報告書  

 
（注 1）各金額は単位未満切捨てによっており合計額と一致しないことがあります。 

（注 2）当法人は、法人単位の決算報告書は作成しておりませんが、各勘定の金額を合計し、一定の調整を行って上記法人単位の決算報

告書を作成しております。 

 

詳細につきましては、決算報告書をご覧ください。 

  

　　（単位：億円）

予　算 決　算 差　額

収入 19,615 20,386 771

運営費交付金 3,789 3,795 5

その他の補助金等 3 123 120

貸付等回収金 4,999 5,293 294

貸付金利息 60 72 12

業務収入 9,871 10,207 335

運用収入 868 857 △ 11

その他収入 21 36 14

支出 16,330 13,459 △ 2,871

業務経費 11,320 7,598 △ 3,722

貸付金 4,572 4,718 145 　高度化貸付及び中小企業倒産防止共済貸付の増

出資金 415 358 △ 56

一般管理費 15 20 5

その他支出 7 763 756

　管理部門の経費負担の増

　前事業年度利益処分等に係る国庫納付の増

区　　分 差　額　理　由

　利息収入の減

　固定資産の売却による増

　事業費の繰越による減

　ファンド出資実績の減

　補助金の受入実績の増

　貸付金及び出資金の回収実績の増

　高度化運用益返還の増

　共済掛金収入の増

https://www.smrj.go.jp/org/info/data/finance/index.html#2019
https://www.smrj.go.jp/org/info/data/finance/index.html#2019
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１２ 財務諸表の要約（法人単位）  

 

（１）貸借対照表    

①２か年比較 

 

（注）各金額は単位未満切捨てによっており合計額と一致しないことがあります。 

 

 

  

(単位：億円)

R1 H30 増減額 R1 H30 増減額

資産の部 156,829 141,350 15,478 負債の部 144,902 127,852 17,049

流動資産 68,645 55,875 12,769 流動負債 28,763 14,982 13,780

現金及び預金 6,711 3,124 3,586 運営費交付金債務 3,608 ー 3,608

代理店勘定 777 783 △ 5 預り補助金等 523 ー 523

有価証券 12,255 11,714 540 支払備金 131 106 25

事業貸付金 9,388 9,600 △ 211 前受金 1,920 1,877 43

信託資産 17,179 18,093 △ 913 貸付有価証券担保預り金 22,305 12,710 9,594 ※

貸付有価証券 その他 273 288 △ 14

担保預り運用資産 22,305 12,710 9,594 ※ 固定負債 115,423 112,148 3,274

貸倒引当金（△） △ 353 △ 388 35 資産見返負債 30 37 △ 6

その他 381 237 143 長期預り補助金等 164 1,203 △ 1,039

固定資産 88,183 85,474 2,709 責任準備金 95,869 93,529 2,339

建物 192 205 △ 12 倒産防止共済基金 19,253 17,321 1,932

土地 160 166 △ 6 その他 105 56 48

投資有価証券 83,789 81,151 2,638 法令に基づく引当金等 715 721 △ 6

関係会社株式 374 375 △ 1 純資産の部 11,926 13,497 △ 1,571

破産更生債権等 467 533 △ 66 資本金 10,543 10,693 △ 150

生命保険資産 3,518 3,457 61 政府出資金 10,537 10,687 △ 150

退職給付引当金見返 52 ー 52 日本政策投資銀行出資金 5 5 ー

貸倒引当金（△） △ 424 △ 485 60 資本剰余金 △ 117 △ 113 △ 3

その他 53 70 △ 17 利益剰余金 1,500 2,917 △ 1,417

負債純資産合計 156,829 141,350 15,478

貸借対照表の説明                    

令和元年度末の資産残高は、15 兆 6,829 億円となっており、対前年度に比べ 1 兆 5,478 億円の増となってい

ます。このうち 9,594 億円（※）は信託銀行を介した国債等のレポ運用（現金担保及び現先取引）に供したこと

により生じる貸付有価証券担保預り運用資産の増であり、これを除く 5,883 億円が実質の資産の増となります。 

この主な要因は、補正予算により 3,600 億円措置された中小企業生産性革命推進事業が翌事業年度に繰越され

たこと（負債における運営費交付金債務）等により現金及び預金が 3,586 億円増加したこと、共済掛金収入等に

より投資有価証券が 2,638 億円増加している一方で、新型コロナウイルス感染症による景気の悪化が影響して、

信託資産が 913 億円減少したことによるものです。 

負債における預り補助金等 523 億円の皆増は、令和元事業年度で申請受付を終了した消費税軽減税率対策補助

金が令和２事業年度内に精算することから、長期預り補助金等から振り替わったこと等によるものです。 

その他の科目の増減は「貸借対照表に関する科目の説明」をご参照下さい。 
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● 資産の部 

代理店勘定 777（△5）共済事業における代理店契約を結ん

でいる銀行等が保有する現金預金 

有価証券 12,255（+540）満期保有目的債券のうち一年以内

に満期が到来する国債等及び譲渡性預金。共済事業の掛金収

入を運用すること等による増 

事業貸付金 9,388（△211）高度化事業、小規模企業共済事

業等の貸付金残高。償還、償却等による減 

建物 192（△12）中小企業大学校施設等の建物。減価償却に

よる減 

土地 160（△6）中小企業大学校や貸工場の土地。貸工場敷地

の売却等による減 

関係会社株式 374（△1）第三セクターの株式 

破産更生債権等 467（△66）高度化事業、中小企業倒産防止

共済事業等における経営破綻又は実質的に経営破綻に陥って

いる債務者に対する債権等。償却、償還による減 

生命保険資産 3,518（+61）小規模企業共済事業における生

命保険会社に預けている運用資産 

退職給付引当金見返 52（皆増）運営費交付金を財源とする

退職給付引当金見合いの損失を均衡させるための科目。独法

会計基準の改訂により本年度より計上 

貸倒引当金（△） △778（+95）事業貸付金、破綻更生債権

等に対する引当金。償却、償還等による減 

● 負債の部 

運営費交付金債務 3,608（皆増）翌事業年度以降に執行予定

の運営費交付金 

支払備金 131（+25）小規模企業共済事業において、給付事

由が発生した審査中の備金 

前受金 1,920（+43）共済契約者から受け入れた翌事業年度

に属する前納掛金等 

資産見返負債 30（△6）運営費交付金等を財源として取得し

た償却資産に係る帳簿価額相当額 

長期預り補助金等 164（△1,039）複数年度にわたって使用

が認められている交付済みの補助金等 

責任準備金 95,869（+2,339）小規模企業共済契約者に対す

る将来の共済金等の支払いに備えるための準備金。加入者の

増に伴い増加 

倒産防止共済基金 19,253（+1,932）中小企業倒産防止共済

契約者に係る掛金の総額。加入者の増に伴い増加 

法令に基づく引当金等 715（△6）中小企業倒産防止共済勘

定における将来の完済手当金の支払に備えるための完済手当

金準備基金及び将来の貸付の急増等に備えるための異常危険

準備基金 

  

● 純資産の部 

資本金 10,543（△150）国等からの出資金であり、当機構の

財産的基礎を構成。不用財産を国庫返納したことにより減少 

資本剰余金 △117（△3）自主財源で取得した固定資産で機

構の財産的基礎を構成。除売却差額相当累計額、減価償却相

当累計額、減損損失相当累計額等 

利益剰余金 1,500（△1,417）当機構の業務に関連して発生

した剰余金の累計額。小規模企業共済事業における信託資産

の減少により減 

※（ ）書きは対前年度増減額 

 

②５か年推移表 

 

 

 

貸借対照表に関する科目の説明                    

 

 

 

 

 

5,501 2,330 3,058 3,124 6,711
9,258 10,794 11,341 11,714 12,255
10,453 10,477 9,806 9,600 9,388
16,975 18,136 18,038 18,093 17,179
13,548 12,440 16,116 12,710

22,305

66,882 71,543
76,658 81,151

83,789

127,258 130,484
139,864 141,350

156,829

0

20,000

40,000

60,000
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120,000
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160,000

H27 H28 H29 H30 R1

（単位：億円） 資産の推移

現金及び預金 有価証券

事業貸付金 信託資産

貸付有価証券担保預り運用資産 投資有価証券

その他資産  

 

 

 

 

32 24 17 0 3,608

13,548 12,440 16,116 12,710
22,305

87,353 88,849
91,067 93,529

95,869

11,304 13,228
15,274 17,321

19,253
116,244 118,236

126,119 127,852

144,902
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（単位：億円） 負債の推移

運営費交付金債務 貸付有価証券担保預り金 責任準備金

倒産防止共済基金 その他負債
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（２）行政コスト計算書 

 

（注）各金額は単位未満切捨てによっており合計額と一致しないことがあります。 

（単位：億円）

金額

損益計算書上の費用 12,931

経常費用 12,867

臨時損失 60

法人税、住民税及び事業税 3

その他行政コスト 3

減価償却相当額 4

減損損失相当額 1

除売却差額相当額 △ 2

　行政コスト合計　 12,934

 

 

 

 

 

 

11,047 11,037 11,020 10,687 10,537

△ 92 △ 102 △ 108 △ 113 △ 117

49 1,303
2,825 2,917

1,500

11,013 12,248

13,745 13,497

11,926

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H27 H28 H29 H30 R1

（単位：億円） 純資産の推移

政府出資金 その他の資本金 資本剰余金 利益剰余金 総額

今事業年度より新たに作成された財務諸表で、

独立行政法人のフルコストを開示している財務

諸表です。 

損益計算書上の費用にその他行政コストを加

えたフルコストは 1 兆 2,934 億円となっており

ます。 

 

行政コスト計算書の説明                    
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（３）損益計算書 

①２か年比較 

 

（注）各金額は単位未満切捨てによっており合計額と一致しないことがあります。 

 

 

 

(単位：億円）

R1 H30 増減額

経常費用 12,867 11,374 1,493

業務費 12,818 11,318 1,500

うち出資金損失 5 6 △　0

うち信託運用損 913 ー 913

一般管理費 48 55 △ 6

財務費用等 0 0 0

経常収益 11,791 11,453 338

事業収入 10,303 10,140 162

うち出資金収益 35 240 △ 204

運営費交付金等収入 177 210 △ 33

補助金等収入 422 138 283

資産運用収入 853 936 △ 82

うち信託運用益 ー 54 △ 54

その他収入 35 27 8

経常損益 △ 1,076 78 △ 1,155

臨時損益等 41 13 27

当期純利益 △ 1,034 92 △ 1,127

前中期目標期間

繰越積立金取崩額 1,098 10 1,088

当期総利益 63 102 △ 38

当期の経常費用は 1 兆 2,867億円、経常収益は 1 兆 1,791億円であり、経常損益は昨年度の＋78 億円

の黒字から一転、△1,076 億円の赤字になりました。これに貸倒引当金戻入等の臨時損益等 41 億円、前

中期目標期間繰越積立金取崩額 1,098 億円を加えた当期総損益は＋63 億円の黒字となっております。 

経常損失の主な要因は、小規模企業共済勘定において、新型コロナウイルスの影響による景気の悪化

を反映して信託運用損益が△913 億円の赤字（昨年度は＋54億円の黒字）を計上し、勘定全体でも△1,077

億円の赤字を計上したことによるものです。一方で、ファンド出資による損益（出資金損失及び出資金

収益）は昨年度の＋234 億円の黒字からは大きく落ち込んだものの、＋30 億円の黒字を保っております。 

前中期目標期間繰越積立金とは、前中期（第 3 期）目標期間中の利益剰余金を主務大臣による認可を

受け、今期（第 4 期）に繰越された積立金であり、小規模企業共済勘定における共済業務の財源等に充

てることが認められているものです。 

その他の科目の増減は「損益計算書に関する科目の説明」をご参照下さい。 

 

損益計算書の説明 
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※（ ）書きは対前年度増減額 

 

②５か年推移表 

 

 

  

業務費（除く出資金損失、信託運用損）11,899（+587） 消

費税軽減税率対策補助金（+222）や小規模事業者持続化補

助金（+74）の執行、共済金（+351）等により増加 

一般管理費 48（△6）管理部門における管理費。退職給付

費用の減による減 

事業収入（除く出資金収益）10,267（+367）高度化貸付金

利息収入、指導研修事業収入、不動産関係事業収入、共済

事業掛金等収入等。共済事業掛金等収入の増（+380 億円）

による増 

運営費交付金等収入 177（△33）H30 事業年度に未執行

分の運営費交付金債務を収益化したことによる減 

補助金等収入 422（+283）消費税軽減税率対策補助金

（+222）や小規模事業者持続化補助金（+74）の収益化に

よる増 

資産運用収入（除く信託運用益） 853（△28）保有国債

の満期到来等による減 

臨時損益 41（+27）貸付金の償還が進んだこと等による

貸倒引当金戻入益等 

 

 

 

10,529 10,119 10,840 11,374
12,867

8,297 8,864 9,550 10,140 10,303

1,016 2,106
2,327

936
853

9,688
11,302 12,293

11,453
11,791

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

（単位：億円） 経常費用と経常収益の推移

経常費用 事業収入 運営費交付金等収入 補助金等収入 資産運用収入 その他収入

損益計算書に関する科目の説明                    
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（４）純資産変動計算書 

 
（注）各金額は単位未満切捨てによっており合計額と一致しないことがあります。 

 

 

 

  

　　（単位：億円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計

当期首残高 10,693 △ 113 2,917 13,497

当期変動額 △ 150 △ 3 △ 1,417 △ 1,571

不要財産に係る国庫納付 △ 150 ー ー △ 150

その他行政コスト累計額 ー △ 3 ー △ 3

機構法19条による国庫納付 ー ー △ 382 △ 382

前中期目標期間繰越積立金取崩額 ー ー △ 1,098 △ 1,098

当期総利益 ー ー 63 63

当期末残高 10,543 △ 117 1,500 11,926

今事業年度より新たに作成された財務諸表で、期首と期末の純資産の増減を開示して運営状況と財政

状態の連携関係を明らかにした財務諸表です。 

期首に 1 兆 3,497 億円あった機構の純資産額は、①不用財産に係る国庫納付により資本金が 150 億円

減少したこと、②減価償却相当累計額の増等により資本剰余金が 3 億円減少したこと、③機構法 19 条

による前事業年度利益処分に係る国庫納付 382 億円や小規模企業共済における信託運用損の影響等に

より利益剰余金が 1,417 億円減少したことにより、期末の純資産額は 1 兆 1,926 億円となっておりま

す。 

 

純資産変動計算書の説明 
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（５） キャッシュ・フロー計算書 

①２か年比較 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②５か年推移表   

  

　　         　   （単位：億円）

R1 H30 増減額

業務活動によるキャッシュ・フロ－ 7,028 5,136 1,891

投資活動によるキャッシュ・フロ－ △ 3,250 △ 4,393 1,142

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 151 △ 337 185

資金増加額 3,626 406 3,219

資金期首残高 1,479 1,073 406

資金期末残高 5,106 1,479 3,626

（参考）資金期末残高と現金及び預金との関係

定期預金 △ 1,605 △ 1,645 40

現金及び預金 6,711 3,124 3,586

（注）各金額は単位未満切捨てによっており合計額と一致しないことがあります。

 

 

 

 

4,139
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（単位：億円） キャッシュ・フローの推移

業務活動によるキャッシュ・フロ－ 投資活動によるキャッシュ・フロ－

財務活動によるキャッシュ・フロー 資金期末残高

H27 H28 H29 H30 R1

〇業務活動によるキャッシュ・フロ－ 

当機構の通常の業務の実施に係る資金の状態を

表し、事業収入、運営費交付金収入、業務支出、

人件費支出等を整理。 

 

〇投資活動によるキャッシュ・フロ－ 

将来に向けた運営基盤の確立のために行われる

投資活動に係る資金の状態を表し、有価証券の取

得や償還、固定資産の取得や売却等を整理。 

 

〇財務活動によるキャッシュ･フロ－ 

リース債務の返済、不用財産の国庫納付額を整理。 

キャッシュ・フロー計算書の説明 

業務活動によるキャッシュ・フローは、7,028 億円で前事業年度に比べ 1,891 億円増加しておりますが、そ

の主な要因は、国の補正予算により中小企業生産性革命推進事業が措置されたこと等により運営費交付金収入

が 3,602 億円増加している一方、消費税軽減税率対策補助金等の国庫補助金収入が 623億円減少したこと、機

構法 19 条による前中期目標期間終了時の残余積立等により国庫納付金支払額が 384 億円増加したこと等によ

るものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、△3,250 億円で前事業年度に比べ 1,142 億円減少（キャッシュ・フ

ローの増加）しております。この要因は、有価証券の償還による収入が前事業年度に比べ 2,959 億円増加した

一方、有価証券の取得に係る支出も 1,499 億円増加したことなどによります。 

財務活動によるキャッシュ・フロー△151 億円の太宗は不用財産に係る国庫納付であり、前事業年度に比べ

185 億円減少（キャッシュ・フローの増加）しております。 

これらによって 3,626 億円の資金増加となり、期末残高は 5,106 億円となりました。 

キャッシュ・フローの科目の説明 
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（６） 勘定とセグメント、事業の関係 

 

勘定名 

(出資金原資) 

 

【セグメント】 

主な業務内容 

 

B/S(億円) P/L(億円) 

資産 負債 経常 

費用 

経常収益 

純資産 当期総

損益 

臨時損益等 

+積立金取

崩し 

一般勘定 

（一般会計） 

（復興特会） 

 

【事業承継・引継ぎ】 

【生産性向上】 

【新事業展開の促進・創業支援】 

【経営環境の変化への対応の円滑化】 

・中小企業者の事業活動への助言及び助成並びに人材

育成 

・中小企業事業者の事業の共同化、工場及び店舗の集

団化等による中小企業組合等への資金の貸付け 

・ファンド出資 

・三セク出資先管理 

・大学連携型インキュベーション施設の整備及び管理 

・中小企業大学校の運営 

・仮設貸工場・貸事業場の整備及び管理（震災） 

13,680 4,491 629 640 

9,189 53 42 

産業基盤整備

勘定 

（一般会計） 

【新事業展開の促進・創業支援】 

【経営環境の変化への対応の円滑化】 

・事業活動支援のための債務保証及び出資 

・（附則）経過業務（債務保証、出資）の管理 

283 1 1 0 

282 0 0 

施設整備等勘

定 

（産投特会） 

【新事業展開の促進・創業支援】 

・賃貸施設の整備、管理 

・産業用地整備事業 

・三セク出資先管理 

315 9 13 11 

306 △0 2 

小規模企業共

済勘定 

（一般会計） 

【経営環境の変化への対応の円滑化】 

・小規模企業共済事業 

124,144 122,512 8,919 7,842 

1,631 8 1,085 

中小企業倒産

防止共済勘定 

（一般会計） 

【経営環境の変化への対応の円滑化】 

・中小企業倒産防止共済事業 

21,376 20,897 3,309 3,301 

479 0 8 

出資承継勘定 

（産投特会） 

（政投銀） 

【生産性向上】 

・（附則）ベンチャー企業出資、三セク出資先管理 

37 0 0 0 

37 0 0 

（注）各金額は単位未満切捨てによっており合計額と一致しないことがあります。 

 

詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

  

https://www.smrj.go.jp/org/info/data/finance/index.html#2019
https://www.smrj.go.jp/org/info/data/finance/index.html#2019
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（７）翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画  

【予算】                                 

    

（注 1）各金額は単位未満四捨五入によっており合計額と一致しないことがあります。 

（注 2）当法人は、法人単位の予算は作成しておりませんが、各勘定の金額を合計し、一定の調整を行っ

て上記法人単位の予算を作成しております。 

 

【収支計画】 

            
（注 1）各金額は単位未満四捨五入によっており合計額と一致しないことがあります。 

（注 2）当法人は、法人単位の収支計画は作成しておりませんが、各勘定の金額を合計し、一定の調整を

行って上記法人単位の収支計画を作成しております。 

　　　　（単位：百万円）

収　入 金　額 　支　出 金　額

運営費交付金 19,076 　業務経費 802,589

その他の補助金等 74 　貸付金 448,843

借入金等 125 　出資金 35,509

貸付等回収金 819,413 　受託経費 204

貸付金利息 5,945 　借入金等償還 300,922

業務収入 1,036,756 　一般管理費 1,506

運用収入 80,839 　代位弁済費 226

受託収入 204 　その他支出 41

その他収入 2,676 　支払利息 4

合　計 1,965,107 合　計 1,589,844

                     （単位：百万円）

区　　　　　　分 金　　　額

費用の部 1,245,657

経常費用 1,245,657

業務経費 1,240,036

一般管理費 1,289

引当金繰入 1,870

減価償却費 2,317

財務費用 2

その他の費用 143

収益の部 1,215,737

経常収益 1,209,797

運営費交付金収益 18,397

資産見返運営費交付金戻入 208

資産見返補助金等戻入 447

補助金等収益 62,727

貸付金利息 5,945

出資金収益 1,559

事業収入 1,118,914

受託収入 204

賞与引当金見返に係る収益 462

退職給付引当金見返に係る収益 218

財務収益 435

その他の収益 282

臨時利益 5,940

貸倒引当金戻入益 2,979

完済手当準備基金戻入益 2,961

純利益（△純損失） △ 29,921

前中期目標期間繰越積立金取崩額 31,949

総利益（△総損失） 2,028
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【資金計画】 

    

（注 1）各金額は単位未満四捨五入によっており合計額と一致しないことがあります。 

（注 2）当法人は、法人単位の資金計画は作成しておりませんが、各勘定の金額を合計し、一定の調整を

行って上記法人単位の資金計画を作成しております。 

 

詳細につきましては、令和２年度計画をご覧ください。 

 

 

 

  

         （単位：百万円）

区　　　　　　分 金　　　額

資金支出 3,336,123

業務活動による支出 1,290,372

投資活動による支出 1,903,550

財務活動による支出 121

次年度への繰越金 142,081

資金収入 3,336,123

業務活動による収入 1,683,956

運営費交付金による収入 19,076

その他の補助金等 74

貸付等回収金 518,852

事業収入 1,046,533

受託収入 204

その他の収入 99,218

投資活動による収入 1,529,524

財務活動による収入 0

前年度よりの繰越金 122,644

https://www.smrj.go.jp/org/business_plan/index.html#nendokekaku
https://www.smrj.go.jp/org/business_plan/index.html#nendokekaku


 

 

34 

 

１３ 法人の基本情報 

 

（１） 沿革 

当機構は、中小企業総合事業団（信用保険業務を除く）、地域振興整備公団（地方都市開発整備

等業務を除く）、産業基盤整備基金（省エネ・リサイクル業務を除く）が統合し、平成 16 年７月

に中小企業政策の総合的な実施機関として発足しました。 

３機関が統合したことにより、中小企業支援ツールの拡充・多様化が実現し、これらを活かし

た総合的な支援能力の向上が図られました。 

 

 
 

 

（２）設立根拠法 

独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成 14年法律第 147号） 

 

（３）主務大臣（主務省所管課等） 

経済産業大臣（経済産業省中小企業庁長官官房総務課）なお、一部の業務については財   

務大臣と共管 

 

  



 

 

35 

 

（４）組織図（令和 2年 3月末現在） 
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（５）事務所の所在地（令和 2年 3月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）主要な特定関連会社等の状況 

① 特定関連会社 

・株式会社今治繊維リソースセンター（愛媛県今治市） 

・株式会社繊維リソースいしかわ（石川県金沢市） 

② 関連会社 

 ・株式会社さがみはら産業創造センター（神奈川県相模原市）他６８社 

③ 関連公益法人 

・一般財団法人企業共済協会（東京都港区） 

    

詳細につきましては、連結財務諸表をご覧ください。 

https://www.smrj.go.jp/org/info/data/finance/index.html#2019
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１４ 参考情報  

  

◆ ホームページ、SNS 

機構及び各種事業の御案内、公募やイベント・セミナー情報など、中小企業や支援機関の皆様に

有用な情報を発信しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 動画による情報提供 

機構ホームページや Youtube上の中小機構公式チャンネル、事業特設サイト等で、支援メニュー

や研修教材・セミナーなどの動画を配信しています。 
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◆ 中小企業ビジネス支援情報サイト「Ｊ－Ｎｅｔ２１」による情報提供 

中小企業経営者の課題解決をサポートする最新の支援情報や事例等を掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 中小企業景況調査 

中小企業の景気動向を調査して、四半期ごとに公表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 支援事例集（「創業支援ネットワークの取り組み」より） 

 

 

 

 

 


